
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用事業

（単位：円）

効果

交付決定件数　１，２８５件、 補助金交付額　325,668,１00円

新型コロナウイルス感染症の影響により、売上等が減少し、資金繰りが厳しい状況のなか、中
小企業者や個人事業主の事業継続のために賃料を補助したことにより、 制度利用者からは
「事業の継続に役立った。」という感謝の声を多くいただき、コロナ禍での事業継続を支援す
ることができた。

写真

実施内容
新型コロナウイルス感染症の影響で売上高等が減少する中小企業者・小規模事業者（個人
事業主を含む）に対して、一定の要件を満たす場合、市内の店舗、事務所等の賃料又は賃
料相当分の２分の１（最大６ヶ月分、上限月額７万円）を補助。
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事業期間 R2.4.15～R3.2.17

目的
新型コロナウイルス感染症の影響により、売上が減少し、資金繰りが厳しい状況になっている
中小企業者等の事業活動継続を支援するため、別府市内の店舗、事務所等の賃料の一部
を補助することで事業継続を支援する。
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